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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷蔵倉庫内部の所定範囲を区画して、その区画した内側に常温室を形成する仕切り壁の
構造であって、前記所定範囲を区画する壁体と、この壁体の少なくとも内側面を覆う断熱
材と、この断熱材に対向配置されてこの断熱材の表面とのすき間を形成する表面板と、こ
の表面板を貫通して前記すき間とこの表面板の内側空間とを連通させる多数の貫通孔とを
備えて、前記表面板の上下左右に多数の前記貫通孔が散在していることを特徴とする冷蔵
倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造。
【請求項２】
　前記すき間に除湿器が配置された請求項１に記載の冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕
切り壁の構造。
【請求項３】
　前記すき間と前記冷蔵倉庫外部とを連通させる通気路が形成された請求項１または２に
記載の冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造。
【請求項４】
　前記常温室に前記冷蔵倉庫外部に面した開閉窓が形成され、この開閉窓を開けることに
より前記通気路を通じて前記すき間と前記冷蔵倉庫外部とが連通し、前記開閉窓を閉じる
ことにより前記通気路を通じた前記すき間と前記冷蔵倉庫外部との連通が遮断される構成
にした請求項３に記載の冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造に関し、さらに詳しくは、
冷蔵倉庫内部に常温室を形成する際に、常温室における結露の発生を防止しつつ、冷蔵倉
庫内部のスペースを有効利用できる仕切り壁の構造に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　冷蔵倉庫の内部に事務所等の常温室を設けようとすると、冷蔵倉庫内部と常温室内との
温度差が非常に大きくなるため、常温室を形成する仕切り壁に結露が生じるという問題が
ある。従来、断熱性に優れた壁の構造として、例えば、方形状の内装下地と、フェノール
樹脂発泡体からなる断熱材との積層体で構成される内張断熱パネルを既存壁に内装側から
取り付ける構造（特許文献１参照）が提案されている。しかし、特許文献１で提案されて
いる構造は、一般的な建物で使用することを前提としていて、冷蔵倉庫内部という特殊な
環境下で使用することを考慮していない。それ故、冷蔵倉庫の内部に常温室を形成する仕
切り壁に適用した場合には結露を十分に防止することはできない。
【０００３】
　常温室を形成する仕切り壁が結露するとカビが生えて黒ずみ、見た目や衛生上において
好ましくない。そのため、冷蔵倉庫に十分に広いスペースがある場合であっても、事務所
等の常温室は冷蔵倉庫の内部ではなく、冷蔵倉庫と別棟に設けることが一般的になってい
る。しかし、冷蔵倉庫と事務所とを別棟に分けて設けることは、余計な土地や建屋が必要
になるため、そのためのコストが必要になる。また、冷蔵倉庫と事務所との間を往来する
ために要する時間も長くなるため、業務効率を向上させるには障害の一因となる。それ故
、常温室を形成する仕切り壁が常温室における結露の発生を十分に防止できれば、冷蔵倉
庫内部に安心して事務所等の常温室を設けることができ、冷蔵倉庫内部のスペースの有効
利用につながる。これに伴って、業務効率の大幅な向上も期待できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１５－７８６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、冷蔵倉庫内部に常温室を形成する際に、常温室における結露の発生を
防止しつつ、冷蔵倉庫内部のスペースを有効利用できる仕切り壁の構造を提供することに
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため本発明の冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造は、
冷蔵倉庫内部の所定範囲を区画して、その区画した内側に常温室を形成する仕切り壁の構
造であって、前記所定範囲を区画する壁体と、この壁体の少なくとも内側面を覆う断熱材
と、この断熱材に対向配置されてこの断熱材の表面とのすき間を形成する表面板と、この
表面板を貫通して前記すき間とこの表面板の内側空間とを連通させる多数の貫通孔とを備
えて、前記表面板の上下左右に多数の前記貫通孔が散在していることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、前記壁体の内側面を断熱材で覆うことにより冷蔵倉庫の冷気が常温室
に伝わって室温が低下することを抑制する。さらに、前記断熱材と前記表面板との間にす
き間を形成し、表面板に内側空間と連通する多数の貫通孔を設けることで、断熱材と表面
板との間に存在する空気が淀み難くなるので、室温が冷気によって低下することを抑制す
ることとの相乗効果によって常温室には結露が発生し難くなる。これに伴い、従来、結露
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対策の困難性等に起因して冷蔵倉庫内部には事務室などの常温室を設けることができなか
ったが、そのような制約がなくなる。そのため、冷蔵倉庫内部に常温室を設けることが可
能になり、倉庫内部のスペースを有効利用できる。
【０００８】
　前記すき間に前記除湿器を配置する構成にすることもできる。この構成にすると、除湿
器により、すき間に存在する空気中の水分が減少するので、常温室の結露の発生を防止す
るのに益々有利になる。
【０００９】
　前記すき間と前記冷蔵倉庫外部とを連通させる通気路を形成する構成にすることもでき
る。この構成にすると、通気路を通じて凍倉庫外部とすき間との間で空気が流動するので
、すき間に存在する空気が益々淀み難くなる。そのため、常温室の結露の発生を防止する
のに益々有利になる。
【００１０】
　前記常温室に前記冷蔵倉庫外部に面した開閉窓が形成され、この開閉窓を開けることに
より前記通気路を通じて前記すき間と冷蔵倉庫外部とが連通し、開閉窓を閉じることによ
り通気路を通じたすき間と冷蔵倉庫外部との連通が遮断される構成にすることもできる。
この構成にすると、常温室、冷蔵倉庫内部、冷蔵倉庫外部のそれぞれの温度や湿度等の状
況に応じて、開閉窓の開閉をするだけで通気路を通じて常温室内の空気の流動が促される
。これにより、機動的に常温室内を結露が発生し難い環境にすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の仕切り壁の構造を用いて常温室を内部に形成した冷蔵倉庫の内部を平面
視で例示する説明図である。
【図２】図１のＡ－Ａ断面図である。
【図３】図２のＣ矢視図である。
【図４】仕切り壁の構造の別の実施形態を例示する断面図である。
【図５】本発明の仕切り壁の構造の別の実施形態を縦断面視で例示する説明図（図１のＢ
－Ｂ断面図）である。
【図６】図５のＤ矢視図である。
【図７】図５の仕切り壁の構造を横断面視で例示する説明図である。
【図８】本発明の仕切り壁の構造の別の実施形態を縦断面視で例示する説明図である。
【図９】図８の仕切り壁の構造を横断面視で例示する説明図である。
【図１０】図８の仕切り壁の構造を斜視で例示する説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
  以下、本発明の冷蔵倉庫内部に常温室を形成する仕切り壁の構造（以下、仕切り壁の構
造という）を図に示した実施形態に基づいて説明する。
【００１３】
　図１に例示する本発明の仕切り壁の構造を備えた仕切り壁１は、冷蔵倉庫内部Ｓ１の所
定範囲を区画して、その区画した内側に常温室Ｎ１、Ｎ２を形成する。冷蔵倉庫Ｓは、冷
蔵食品や畜産物、水産物などを低温で貯蔵することを目的とした倉庫であり、その内部温
度は例えば、－５℃～－２５℃に設定される。常温室Ｎ１、Ｎ２は、室内温度が例えば、
１５℃～２５℃程度に保たれる部屋であり、事務所や管理室等として使用される。
【００１４】
　常温室Ｎ１のように、室内を形成するすべての仕切り壁１を冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する
位置に設けることもできるし、常温室Ｎ２のように、室内を形成する仕切り壁１の一部を
冷蔵倉庫外部Ｓ２に面する位置に設けることもできる。
【００１５】
　本発明の仕切り壁１の構造は、図２に示すように、冷蔵倉庫内部Ｓ１の所定範囲を区画
する壁体２と、壁体２の少なくとも内側面を覆う断熱材３と、断熱材３の表面とすき間ｉ
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をあけて対向配置される表面板４と、表面板４を貫通する多数の貫通孔５とを備えている
。この実施形態では、さらに、断熱材３の表面と表面板４とのすき間ｉに除湿器６を配置
している。
【００１６】
　壁体２は例えば鉄筋コンクリート構造等で形成された剛体壁である。壁体２の厚さ寸法
は、冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する場合には、例えば、１００～１５０ｍｍ、冷蔵倉庫外部Ｓ
２に面する場合は、例えば、１５０～２００ｍｍである。壁体２の外側面を打放しコンク
リート仕上げにすることもできるが他の壁部材により、壁体２の外側面を覆う構成にする
こともできる。
【００１７】
　断熱材３は、冷蔵倉庫内部Ｓ１から常温室Ｎ１に伝わる冷気を遮断するために設けられ
る。断熱材３としては、繊維系の断熱材や、発泡プラスチック系の断熱材を例示できる。
断熱材３の材質や厚さ寸法は、冷蔵倉庫や壁体２の条件に応じて適宜決定することができ
るが、断熱材３で壁体２の内側を覆うことにより、すき間ｉに存在する空気の温度が例え
ば、１５～２５℃に保たれるようにするとよい。壁体２が冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する場合
と冷蔵倉庫外部Ｓ２に面する場合とで、断熱材３の種類及び厚さ寸法を同じにすることも
できるが、少なくとも一方を変えることもできる。断熱材３により壁体２の外側面を覆う
こともできる。
【００１８】
　断熱材３は例えば、現場発泡ウレタンフォームを壁体２の内側面全体に吹き付けること
によって形成する。パネル状の断熱材３を用いる場合には、接着剤や固定金具等によって
壁体２の内側面に固定する。
【００１９】
　表面板４は、例えば、金属や石膏、木材、樹脂あるいはこれら材質の２種類以上の複合
材料で形成される。図３に例示するように、表面板４には貫通する多数の貫通孔５が形成
される。すべての貫通孔５の開口面積を合算した総開口面積の表面板４の表面積に対する
面積割合（開孔率）は、例えば、２０～５０％である。１つの貫通孔５の開口面積は例え
ば、７～２８ｍｍ２である。
【００２０】
　この実施形態では、同一の開口面積を有する円形の貫通孔５が上下左右方向に均一に形
成された金属製の板を表面板４として用いている。尚、貫通孔５は、円形の他にも例えば
、楕円形や多角形等のさまざまな形状で形成することができる。貫通孔５は、表面板４に
対して上下左右方向に均一に配置することもできるし、不均一に配置することもできる。
また、貫通孔５は全て同一の開口面積にするだけでなく、開口面積が異なる複数種類を組
み合わせて配置することもできる。
【００２１】
　表面板４は、断熱材３の内側表面とのすき間ｉを例えば、５０～１００ｍｍにするよう
に配置される。この実施形態では、図２で示すように、壁体２とすき間ｉをあけて軽量鉄
骨壁下地９を設置し、この軽量鉄骨壁下地９に表面板４を固定している。軽量鉄骨下地９
は、例えばその下端が床面に固定され、その上端が天井面に固定されて設置される。軽量
鉄骨壁下地９は、骨組構造で形成されているので貫通孔５の開口は保たれ、すき間ｉに存
在する空気の流れも阻害しない。また、軽量鉄骨壁下地９は、壁体２と接触していないの
で軽量鉄骨壁下地９や表面板４に壁体２の冷気が伝わることもない。
【００２２】
　表面板４の固定方法としては、すき間ｉに存在する空気の流れを阻害しない構成であれ
ば他の固定方法にすることもできる。例えば、図４で示す実施形態のように、接続部材１
０と断熱パッド１１と断熱ボルト１２とを用いて表面板４を固定することもできる。断熱
パッド１１は、木片等の断熱効果を有する部材で形成され、断熱ボルト１２は、熱伝導率
の低いステンレス鋼で形成されている。
【００２３】
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　具体的には、壁体２に断熱パッド１１を接着し、この断熱パッド１１に接続部材１０の
一端面を接着させている。そして、断熱ボルト１２を用いて接続部材１０と断熱パッド１
１とを貫通させるようにして壁体２に固定している。接続部材１０の他端面には表面板４
を固定する。壁体２の冷気は断熱パッド１１と断熱ボルト１２により遮断されるので、接
続部材１０および表面板４に壁体２の冷気が伝わり難くなる。
【００２４】
　常温室Ｎ１に存在する空気とすき間ｉに存在する空気は、貫通孔５を通じて自由に行き
来できる状態になっている。そのため、すき間ｉに存在する空気は常温室Ｎ１に存在する
空気の影響を受けて流動し、淀み難くなる。常温室Ｎ１においてエア・コンディショナー
等の空調設備を稼働させて、常温室Ｎ１に空気の流れを生じさせると、貫通孔５を通じて
常温室Ｎ１に存在する空気とすき間ｉに存在する空気とがより活発に流動するので、すき
間ｉに存在する空気は益々淀み難くなる。
【００２５】
　複数の表面板４を並べて配置する場合には、隣り合う表面板４同士の間隔をあけずに配
置することもできるが、図３で示すように、隣り合う表面板４同士や、表面板４と天井お
よび／または床との間に、設置すき間１６を設けるように配置することもできる。設置す
き間１６を形成すると、貫通孔５と同様に設置すき間１６を通じて常温室Ｎ１とすき間ｉ
との間で空気が流動する。そのため、すき間ｉに存在する空気は流動し、淀み難くなる。
【００２６】
　この実施形態では、除湿器６が、すき間ｉの任意の位置に配置されている。この除湿器
６は、断熱材３を挿通する固定金具を介して壁体２に固定されている。除湿器６を配置す
ることにより、すき間ｉに存在する空気中の水分を減少させて、すき間ｉにおける湿度を
例えば、４０～６０％に維持する。
【００２７】
　本発明によれば、壁体２の内側面を断熱材３で覆うことにより、冷蔵倉庫内部Ｓ１の冷
気が壁体２からすき間ｉに伝わって常温室Ｎ１の室温が低下することを抑制する。さらに
、断熱材３の表面と表面板４との間にすき間ｉを形成するとともに、表面板４に常温室Ｎ
１の内側空間と連通する多数の貫通孔５を設けているので、貫通孔５を通して常温室Ｎ１
の内側空間とすき間ｉとの間で空気が流動し、すき間ｉに存在する空気は淀み難くなる。
即ち、常温室Ｎ１の室温が冷気によって低下することを抑制する効果と、すき間ｉに存在
する空気が淀み難くなる効果とが相乗して常温室Ｎ１には結露が発生し難くなる。
【００２８】
　これに伴い、冷蔵倉庫内部Ｓ１に事務室や管理室などの常温室Ｎ１を設けても、常温室
Ｎ１の内部には結露に起因するカビ等の発生が抑制できる。そのため、冷蔵倉庫内部Ｓ１
に常温室Ｎ１を設けることが容易になり、冷蔵倉庫内部Ｓ１のスペースを有効利用できる
。また、常温室Ｎ１を冷蔵倉庫内部Ｓ１に設けることによって、常温室を冷蔵倉庫外部Ｓ
２に設ける場合に比して、冷蔵倉庫Ｓと常温室（事務所）との間の往来に要する時間も短
縮できるので、業務効率の向上が期待できる。
【００２９】
　この実施形態では、すき間ｉに除湿器６を配置しているので、すき間ｉに存在する空気
中の水分が減少し、すき間ｉに存在する空気の露点（結露が始まる温度）が除湿器６を配
置しない場合に比して低くなる。そのため、すき間ｉの温度が低くなった場合であっても
、常温室Ｎ１には結露が発生し難くなる。また、除湿器６を配置することにより、配置し
ない場合に比して、断熱材３の厚さを薄肉化したり、すき間ｉを狭くすることなどの仕様
変更も可能になる。
【００３０】
　この実施形態のように、隣り合う表面板４と表面板４との間に設置すき間１６を形成す
ると、設置すき間１６を通して常温室Ｎ１の内側空間とすき間ｉとの間で空気が流動し、
すき間ｉに存在する空気が淀み難くなる。そのため、常温室Ｎ１の結露の発生を防止する
のに有利になる。また、このような設置すき間１６を設けることにより、必要な貫通孔５
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の数を減らしたり、開口面積を小さくすることも可能になる。
【００３１】
　図５～７に示す実施形態の仕切り壁１の構造は、図１～３で示した実施形態に対して通
気路７（７ａ）が追加して設けられている。その他の構成は、図１～３で示した実施形態
と同様である。
【００３２】
　通気路７（７ａ）は、すき間ｉと冷蔵倉庫外部Ｓ２とを連通させる空気の通り道である
。この実施形態では、図５に示すように、壁体２と断熱材３とを貫通するように通気路７
ａが形成されている。通気路７ａは、仕切り壁１の任意の位置に、任意の開口面積で形成
することができる。仕切り壁１に対して、通気路７ａを複数形成することもできる。この
実施形態の通気路７ａには、さらに換気扇１４と開閉蓋１５が設けられている。
【００３３】
　換気扇１４は、すき間ｉに存在する空気と冷蔵倉庫外部Ｓ２に存在する空気との入れ替
えを促進させるために設置される。この実施形態の換気扇１４は、稼働させることによっ
て、すき間ｉに存在する空気を冷蔵倉庫外部Ｓ２へ排出する構成になっている。尚、換気
扇１４はファンの向きを反対、またはファンの回転方向を逆方向にすることによって、冷
蔵倉庫外部Ｓ２の空気をすき間ｉに流入させる構成にすることもできる。
【００３４】
　開閉蓋１５は、通気路７ａの冷蔵倉庫外部Ｓ２側の開口部に設置される。開閉蓋１５を
開くと通気路７ａが連通した状態になり、開閉蓋１５を閉じると通気路７ａが遮断された
状態になる。この実施形態の開閉蓋１５は、上方向に片開きする構造になっているが、例
えば、左右方向にスライドさせて開閉する構造等にすることもできる。
【００３５】
　この通気路７ａを通じて冷蔵倉庫外部Ｓ２とすき間ｉとの間で空気が流動するので、す
き間ｉに存在する空気の流動は促され、すき間ｉに存在する空気は益々淀み難くなる。そ
のため、常温室Ｎ２の結露の発生を防止するのに益々有利になる。
【００３６】
　また、換気扇１４によって、通気路７ａを通じて冷蔵倉庫外部Ｓ２とすき間ｉとの間で
強制的な空気の流れが生じる。この強制的な空気の流れの影響を受けて、すき間ｉに存在
する空気は益々淀み難くなり、常温室Ｎ２の結露の発生を防止するのに益々有利になる。
【００３７】
　天候や冷蔵倉庫外部の湿度等の状況に応じて開閉蓋１５により通気路７ａの開閉を操作
できる。そのため、外気をすき間ｉに入れない方がよい場合、例えば、夏の時期や雨天時
等の冷蔵倉庫外部の湿度が高い場合には開閉蓋１５を閉じることにより、通気路７ａを通
じて水分が多い空気がすき間ｉに流入することを防ぐことができる。
【００３８】
　この実施形態では、仕切り壁１の冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する仕切り壁１のすき間ｉに近
い位置に通気路７ａを形成しているので、冷蔵倉庫外部Ｓ２に面する仕切り壁１のすき間
ｉに空気の流れを生じさせると共に、冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する仕切り壁１のすき間ｉに
存在する空気にも空気の流れを生じさせることができる。そのため、冷蔵倉庫外部Ｓ２に
面する仕切り壁１のすき間ｉとともに冷蔵倉庫内部Ｓ１に面する仕切り壁１のすき間ｉに
存在する空気も淀み難くなり、常温室Ｎ２の結露の発生を防止するのに有利になる。
【００３９】
　通気路７は、図８～１０に示す実施形態のような構成にすることもできる。
【００４０】
　この実施形態では、冷蔵倉庫外部Ｓ２に面して形成された開閉窓８を開けることにより
通気路７（７ｂ、７ｃ、７ｄ）を通じてすき間ｉと冷蔵倉庫外部Ｓ２とが連通し、開閉窓
８を閉じることにより通気路７を通じたすき間ｉと冷蔵倉庫外部Ｓ２との連通が遮断され
る構成になっている。即ち、開いた開閉窓８の開口を通気路の一部として用いるとともに
、開閉窓８を開閉蓋１５として機能させている。詳細を以下に説明する。尚、通気路７（
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７ｂ、７ｃ、７ｄ）と開閉窓８以外の仕切り壁１の構成は、図１～３で示した実施形態と
同様である。
【００４１】
　開閉窓８は、一般的に使用される開閉可能な窓である。この実施形態では、開閉窓８と
して引き違い窓を採用している。開閉窓８としては、すべり出し窓や開き窓等の他の構造
の窓を採用することもできる。
【００４２】
　この実施形態では、図８で示すように、開閉窓８を壁体２と断熱材３とに形成された開
口部に設置している。開閉窓８と壁体２の間には断熱部材１３が設けられている。表面板
４は、開閉窓８の開口を確保するために開閉窓８と略同一寸法の開口部が形成されるよう
に配置している。このように、表面板４と開閉窓８との間に間隔を設けることにより、開
閉窓８を開けた際にすき間ｉと冷蔵倉庫外部Ｓ２とを連通させる通気路７ｂ、７ｃ、７ｄ
を形成している。
【００４３】
　より詳しくは、図８に示すように、開閉窓８の上枠８ａと表面板４との間には通気路７
ｂが形成され、開閉窓８の下枠８ｂと表面板４との間には通気路７ｃが形成されている。
この実施形態のように、開閉窓８に窓台８ｄを設ける場合には、窓台８ｄにすき間ｉまで
貫通する孔を形成することにより、通気路７ｃを形成することができる。この場合には、
窓台８ｄに形成された孔から物が落下しないように、通気性を有する網状部材８ｆで窓台
８ｄに形成された孔を塞いでおくとよい。図９に示すように、開閉窓８のたて枠８ｃと表
面板４との間には通気路７ｄが形成されている。
【００４４】
　この実施形態では、常温室Ｎ２に冷蔵倉庫外部Ｓ２に面した開閉窓８が形成され、開閉
窓８を開けると、開閉窓８の開口と通気路７ｂ、７ｃ、７ｄを通じてすき間ｉと冷蔵倉庫
外部Ｓ２とが連通し、冷蔵倉庫外部Ｓ２とすき間ｉとの間で空気が流動し、開閉窓８を閉
じると、通気路７ｂ、７ｃ、７ｄを通じたすき間ｉと冷蔵倉庫外部Ｓ２との連通は、開閉
窓８によって遮断され、冷蔵倉庫外部Ｓ２とすき間ｉとの間で空気の流動が起こらない構
成になっている。この構成にすると、常温室Ｎ２、冷蔵倉庫内部Ｓ１、冷蔵倉庫外部Ｓ２
のそれぞれの温度や湿度等の状況に応じて、開閉窓８の開閉をするだけで通気路７ｂ、７
ｃ、７ｄを通じて常温室Ｎ２内の空気の流動が促される。これにより、機動的に常温室Ｎ
２内を結露が発生し難い環境にすることができる。
【００４５】
　また、この実施形態では通気路７ｂ、７ｃ、７ｄによって、常温室Ｎ２とすき間ｉとが
連通しているので、通気路７ｂ、７ｃ、７ｄを通じて常温室Ｎ２の内側空間とすき間ｉと
の間で空気が流動する。そのため、すき間ｉに存在する空気が淀み難くなり、常温室Ｎ２
の結露の発生を防止するのに有利になる。
【符号の説明】
【００４６】
１　仕切り壁
２　壁体
３　断熱材
４　表面板
５　貫通孔
６　除湿器
７　通気路
７ａ　通気路（壁体および断熱材）
７ｂ　通気路（上枠と表面板との間）
７ｃ　通気路（下枠と表面板との間）
７ｄ　通気路（たて枠と表面板との間）
８　開閉窓
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８ａ　上枠
８ｂ　下枠
８ｃ　たて枠
８ｄ　窓台
８ｆ　網状部材
９　軽量鉄骨壁下地
１０　接続部材
１１　断熱パッド
１２　断熱ボルト
１３　断熱部材
１４　換気扇
１５　開閉蓋
１６　設置すき間
ｉ（断熱材の表面と表面板との間の）すき間
Ｓ　冷蔵倉庫
Ｓ１　冷蔵倉庫内部
Ｓ２　冷蔵倉庫外部
Ｎ１、Ｎ２　常温室

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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